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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体基板の一方の面に所定の深さの孔を形成する工程と、
　前記孔の内部に絶縁膜を介して導電材料を埋設して導電性プラグを形成する工程と、
　前記半導体基板の前記一方の面に、接着剤を用いて支持部材を固定する工程と、
　前記半導体基板の他方の面を、前記導電性プラグが突出するまで研削する工程と、
　前記他方の面に、単一周波数の平行平板型プラズマＣＶＤ法を用い、成膜用ガスとして
ＳｉＨ４、ＮＨ３及びＮ２を含む混合ガスを用いて、前記支持部材を固定可能な前記接着
剤の耐熱温度以下の成膜温度でシリコン窒化膜を形成する工程と、
　前記導電性プラグ表面の前記シリコン窒化膜を研削する工程と、
　前記半導体基板から前記支持部材を取り外す工程と、を少なくとも有することを特徴と
する半導体装置の製造方法。
【請求項２】
　前記シリコン窒化膜を、１００℃以下の温度で成膜すること特徴とする請求項１記載の
半導体装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は半導体装置及びその製造方法に関し、特に、基板を貫通する導電性プラグを備
えるＳｉＰ（System in a Package）用シリコンスペーサの構造及びその製造方法に関す
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る。
【背景技術】
【０００２】
　電子機器の小型化、高性能化に伴って、電子機器に搭載される半導体装置に対しても小
型化、多機能化が求められている。半導体装置の多機能化を実現する方法として、複数の
半導体チップを平面的に並べ、これらをＴＡＢ（tape automated bonding）などによって
接続する方法と、複数の半導体チップを厚み方向に積層して接続する方法とがあるが、小
型化を実現するためには厚み方向に積層する方法が優れている。
【０００３】
　ここで、２つの半導体チップを厚み方向に積層する場合は、各々の半導体チップに電極
を形成し、双方の半導体チップを対向させて半田ボールなどを介して貼り合わせる方法（
いわゆるフェイスダウンボンディング）などが用いられるが、３つ以上の半導体チップを
積層する場合には、半導体基板を貫通する導電性プラグを備えた半導体装置（いわゆるシ
リコンスペーサ）が用いられる（例えば、下記特許文献１）。
【０００４】
　下記特許文献１に記載された半導体装置の製造方法について図面を参照して説明する。
まず、図９（ａ）に示すように、予め内部に所望の素子が形成され、表面にシリコン窒化
膜からなる第１の層間絶縁膜１０が形成されたシリコン基板１に、シリコン酸化膜からな
るマスクパターン１１を形成し、Ｆ系ガスを用いたＲＩＥ法により第１の層間絶縁膜１０
及びシリコン基板１をエッチングして、第１の層間絶縁膜１０を貫通する所定の深さの孔
４を形成する。
【０００５】
　次に、図９（ｂ）に示すように、ＬＰＣＶＤ法を用いて、シリコン基板１全面にシリコ
ン酸化膜、シリコン窒化膜を順次堆積して、第１の層間絶縁膜１０上及び孔４の内壁、底
部に積層構造の積層絶縁膜１２を形成する。
【０００６】
　次に、図９（ｃ）に示すように、ＣＶＤ法、スパッタ法、メッキ法などを用いて、シリ
コン基板１全面に導電性プラグとなるＷ（タングステン）、Ｍｏ（モリブデン）などの導
電材料を堆積し、孔４内部を導電材料で埋設した後、ＣＭＰ法やエッチバック法などを用
いて、第１の層間絶縁膜１０が露出するまで導電材料及び積層絶縁膜１２をエッチングし
て、導電性プラグ５ａを形成する。
【０００７】
　次に、図１０（ａ）に示すように、シリコン基板１上に金属配線、層間絶縁膜、プラグ
などからなる多層配線構造１３を形成する。その後、多層配線構造１３の表面に溝を形成
し、この溝にパッド１４を形成する。
【０００８】
　次に、図１０（ｂ）に示すように、ＣＭＰ、化学研磨、機械研磨、ウェットエッチング
、ドライエッチングなどを用いて、孔４が形成された面と反対側（裏面側）の面を、孔４
の底部の積層絶縁膜１２が露出するまで研削する。
【０００９】
　次に、図１０（ｃ）に示すように、孔４の側壁の積層絶縁膜１２の一部が露出するまで
シリコン基板１の裏面を選択的にエッチングし、その後、プラズマＣＶＤ法を用いてシリ
コン基板１の裏面全面にシリコン酸化膜１５を形成する。その際、低温プロセスが要求さ
れる場合はシリコン酸化膜１５に代えてＳＯＧ膜を形成したり、シリコン基板１が受ける
応力を小さくしたい場合はポリイミド膜などの有機膜を形成する。
【００１０】
　次に、図１０（ｄ）に示すように、ＣＭＰ法を用いて導電性プラグ５ａが露出するまで
シリコン酸化膜１５及び積層絶縁膜１２を研磨する。これにより、貫通孔内に積層絶縁膜
１２を介して導電性プラグ５ａが埋め込まれた半導体装置（シリコンスペーサ）が完成す
る。
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【００１１】
【特許文献１】特開平１０－２２３８３３号公報（第５－１２頁、第４図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　このように、上記構造の半導体装置（シリコンスペーサ）を形成するには、シリコン基
板１の表面側に導電性プラグ５ａを形成した後、ＣＭＰ法などによってシリコン基板１の
裏面側を研削し、更に裏面側にシリコン酸化膜１５などの絶縁膜を形成した後、導電性プ
ラグ５ａの表面を露出させるために絶縁膜を研削する必要があるが、シリコン基板１を補
強せずに裏面の研削や絶縁膜の形成などの工程を行うとシリコン基板１が破損したり、内
部に形成されている素子の特性が変化するなどの不具合が生じ、また作業性も悪い。そこ
で、通常は、導電性プラグ５ａを形成した後、シリコン基板１の表面側にガラス基板など
からなる支持体を接着剤で接着し、シリコン基板１の裏面側の研削、絶縁膜の形成、絶縁
膜の研削を行い、その後、該支持体を取り外す方法が用いられる。
【００１３】
　しかしながら、接着剤は一般に熱に弱いため、支持体が接着剤で固定されたシリコン基
板１の裏面側に絶縁膜を形成する際、その成膜温度を低くしなければならない。そのため
、成膜された絶縁膜は機械的強度が弱く、導電性プラグを露出させるための絶縁膜のＣＭ
Ｐ工程で絶縁膜が剥離してしまったり、スクラッチと呼ばれる微少なキズが生じる等の不
具合が発生してしまう。
【００１４】
　また、上記特許文献１には、低温プロセスが要求される場合には、シリコン酸化膜１５
に代えてＳＯＧ膜等の塗布膜を用いるとよいと記載されているが、ＳＯＧ膜は膜の機械的
強度が弱く、シリコン基板１に対する密着性も悪いために、やはりＣＭＰ工程で剥離が生
じてしまう。また、ＳＯＧ膜を低温で焼成したままとすると、ＳＯＧの脱水、縮合反応が
十分に行われないために吸湿性のあるリークの多い膜になってしまう。
【００１５】
　本発明は上記問題点を鑑みてなされたものであって、その主たる目的は、基板を貫通す
る導電性プラグが形成されるシリコン基板に、剥離しにくく、かつ、リークの少ない良質
なシリコン絶縁膜を低温で形成することができる半導体装置の製造方法及び該方法で製造
された半導体装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記目的を達成するため、本発明の半導体装置の製造方法は、半導体基板の一方の面に
所定の深さの孔を形成する工程と、前記孔の内部に絶縁膜を介して導電材料を埋設して導
電性プラグを形成する工程と、前記半導体基板の前記一方の面に、接着剤を用いて支持部
材を固定する工程と、前記半導体基板の他方の面を、前記導電性プラグが突出するまで研
削する工程と、前記他方の面に、単一周波数の平行平板型プラズマＣＶＤ法を用い、成膜
用ガスとしてＳｉＨ４、ＮＨ３及びＮ２を含む混合ガスを用いて、前記支持部材を固定可
能な前記接着剤の耐熱温度以下の成膜温度でシリコン窒化膜を形成する工程と、前記導電
性プラグ表面の前記シリコン窒化膜を研削する工程と、前記半導体基板から前記支持部材
を取り外す工程と、を少なくとも有するものである。
【００１９】
　本発明においては、前記シリコン窒化膜を、１００℃以下の温度で成膜する構成とする
ことができる。
【００２０】
　このように、本発明の構成によれば、シリコン基板を研削した面を保護、絶縁するため
のシリコン窒化膜を形成する際に、反応ガスとしてＳｉＨ４、Ｎ２、ＮＨ３を含む混合ガ
スを用い、単一周波数の平行平板型プラズマＣＶＤ法により成膜することにより、成膜温
度を支持体を接着する接着剤の耐熱温度である略１００℃以下にしても、次工程のＣＭＰ
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工程での剥離がなく、かつ、リークの少ない良質な膜、すなわち、屈折率で規定すると波
長６３３ｎｍに対する屈折率が略１．８乃至１．９の膜を形成することができる。
【発明の効果】
【００２１】
　以上説明したように、本発明の半導体装置及びその製造方法によれば、下記記載の効果
を奏する。
【００２２】
　本発明の第１の効果は、基板を貫通する導電性プラグを備えたシリコンスペーサの基板
研削面（裏面）に、支持体を接着する接着剤の耐熱温度である略１００℃以下の低温でシ
リコン窒化膜を形成することができるということである。
【００２３】
　その理由は、シリコン窒化膜を２周波のプラズマＣＶＤ法で形成するのではなく、単一
周波数の平行平板型プラズマＣＶＤ法で形成しているからである。
【００２４】
　また、本発明の第２の効果は、成膜後のＣＭＰ工程での剥離がなく、かつ、リークの少
ない良質なシリコン窒化膜を形成することができるということである。
【００２５】
　その理由は、反応ガスとしてＳｉＨ４、Ｎ２、ＮＨ３を含む混合ガスを用いて成膜する
ことにより、単一周波数の平行平板型プラズマＣＶＤ法を用いても、ＳｉＨ４を十分に窒
化することができ、かつ、Ｓｉ－Ｓｉ結合を生じにくくすることができるからである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　従来技術で示したように、半導体装置の小型化、高機能化を実現する方法として、シリ
コン基板を貫通する導電性プラグを備えたシリコンスペーサを用いて半導体チップを積層
する方法が用いられているが、シリコンスペーサを形成する場合、シリコン基板裏面を研
削する前に、表面側に支持体を一時的に接着剤で接着して補強する必要があり、この接着
剤の耐熱温度が１００℃程度と低いために、シリコン基板を研削した後に裏面を保護、絶
縁するための絶縁膜を形成する際の成膜温度を高くすることができず、その結果、絶縁膜
の密着性が悪くなってＣＭＰ工程で剥離したりスクラッチが生じてしまうという問題があ
った。
【００２７】
　ここで、裏面に形成される絶縁膜としては機械的強度に優れるシリコン窒化膜が好まし
いが、ＳｉＨ４、ＮＨ３を反応ガスとしプラズマＣＶＤ法でシリコン窒化膜を形成すると
、ＳｉＨ４の窒化が不十分になって粗な膜になりやすくＣＭＰ工程での剥離を抑制するこ
とができず、また、ＳｉＨ４、Ｎ２を反応ガスとすると、Ｓｉ－Ｓｉ結合が生じやすくな
りリークが多い膜となってしまう。更に、成膜温度を７０℃まで低くすると成膜後に酸化
または吸湿が起こり、シリコン窒化膜中にＯ－Ｈ結合が形成されることが報告されており
、このような膜質のシリコン窒化膜を用いた場合、Ｃｕなどの酸化しやすい材料で導電性
プラグを形成すると、導電性プラグ表面が酸化されてしまい、接続不良や抵抗増加などの
不具合が発生してしまう。
【００２８】
　そこで、本願発明者は各種条件でシリコン窒化膜を成膜した結果、反応ガスとしてＳｉ
Ｈ４、Ｎ２、ＮＨ３の３種の混合ガスを用い、単一周波数（例えば、１３．５６ＭＨｚ）
の平行平板型プラズマＣＶＤ法で成膜すれば、成膜温度を１００℃以下にすることができ
、かつ、ＣＭＰ工程での剥離がなく、リークの少ない良質なシリコン窒化膜が形成できる
ことを見出した。また、膜密度や膜組成と屈折率との間に密接な相関があり、膜の特性を
判断する指標として屈折率を用いることができ、屈折率が波長６３３ｎｍに対して１．８
乃至１．９の範囲となる条件で成膜すれば良質なシリコン窒化膜が得られることを見出し
た。
【００２９】
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　なお、各々の反応ガスや平行平板型プラズマＣＶＤ法自体は公知であるが、反応ガスと
してＳｉＨ４、Ｎ２、ＮＨ３を含む混合ガスを用いれば、単一周波数の平行平板型プラズ
マＣＶＤ法でもＳｉＨ４を十分に窒化することかでき、かつ、Ｓｉ－Ｓｉ結合の生成を抑
制することができること、また、膜密度や膜組成などの特性が屈折率を指標として規定す
ることができることは、本願発明者の実験に基づく知見によって明らかにされた新規な事
実である。
【実施例１】
【００３０】
　上記した本発明の実施形態についてさらに詳細に説明すべく、本発明の一実施例に係る
半導体装置及びその製造方法について、図１乃至図８を参照して説明する。図１は、本実
施例に係る半導体装置の構造を模式的に示す断面図であり、図２及び図３は、そのバリエ
ーションを示す断面図である。また、図４乃至図７は、本実施例に係る半導体装置の製造
工程の一部を模式的に示す工程断面図であり、図８は、従来方法により生じる問題点を説
明するための図である。
【００３１】
　図１に示すように、本発明の半導体装置はＳｉＰ用シリコンスペーサとして用いられる
ものであり、該半導体装置には、シリコン基板１などの半導体基板を貫通する１以上の導
電性プラグ５ａが形成され、基板が研削される面（図では下側の面、以下、便宜的に裏面
と呼ぶ。）の導電性プラグ５ａを除く領域には、ＣＭＰ工程での剥離がなく、リークの少
ない良質なシリコン窒化膜９（屈折率で規定すると、波長６３３ｎｍに対する屈折率が１
．８乃至１．９のシリコン窒化膜９）が形成されている。
【００３２】
　なお、この半導体装置は、表裏の両側に配設される半導体チップを接続するための導電
性プラグ５ａのみが形成されている構造としてもよいし、半導体基板内部や表層部に図示
しない回路や積層配線などが形成されている構造としてもよい。また、本実施例の半導体
装置は、単独で利用される構成としてもよいし、図２に示すように複数の半導体装置が積
層され、それらの間が半田バンプ１６などにより接続されている構成としてもよいし、ま
た、図３に示すように導電性プラグ５ａに対応する位置にパッド１４が形成された他の半
導体チップ１７などが接続されている構成としてもよい。
【００３３】
　上記構造の半導体装置を製造する手順について、図４乃至図７の工程断面図を参照して
説明する。なお、図４乃至図７は、一連の製造方法を示す図であり、作図の都合上、分図
したものである。
【００３４】
　まず、図４（ａ）に示すように、必要に応じて所望のＭＯＳトランジスタ等の素子が形
成されたシリコン基板１上に、ＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等を用いて、シリコン酸化膜
、シリコン窒化膜などの第１絶縁膜２を形成した後、その上に、露光の反射を抑制するた
めの反射防止膜及びレジストを塗布し、公知のフォトリソグラフィー技術を用いて露光、
現像を行い、孔４を形成するためのマスクパターン１１を形成する。なお、マスクパター
ン１１をレジストで形成する代わりに、従来技術で示したようにシリコン基板１上にシリ
コン窒化膜を形成し、その上にシリコン窒化膜に対するエッチング選択比が大きいシリコ
ン酸化膜からなるハードマスクを形成してもよい。
【００３５】
　続いて、公知のエッチング技術を用いて第１絶縁膜２を貫通する所定の深さの孔４を形
成する。なお、孔４を形成する方法も限定されず、ＲＩＥなどのドライエッチングを用い
てもよいし、エッチング液を用いたウェットエッチングを用いてもよいし、ドライエッチ
ングとウェットエッチングとを組み合わせた方法を用いてもよい。また、孔４の深さや形
状も限定されず、孔４の深さは、例えば半導体装置の最終的な厚みとなるように設定すれ
ばよい。
【００３６】
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　次に、酸素プラズマアッシングによりレジスト及び反射防止膜を除去した後、図４（ｂ
）に示すように、ＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等を用いて、全面にシリコン酸化膜やシリ
コン窒化膜、これらの積層膜などを堆積し、シリコン基板１上及び孔４の内壁、底部に第
２絶縁膜３を形成する。
【００３７】
　次に、図４（ｃ）に示すように、スパッタ法を用いて、Ｔｉ、ＴｉＮ、Ｔａ、ＴａＮ、
ＷＮ等の単層膜、又はそれらを組み合わせた２層以上の積層膜からなるバリアメタル（図
示せず）やＣｕのめっき成長を容易にするためのＣｕのシードメタル（図示せず）などを
形成した後、電解めっき法によりＣｕなどの導電材料５を成長させて孔４内部を導電材料
５で埋設する。
【００３８】
　次に、図５（ａ）に示すように、ＣＭＰ法を用いて第１絶縁膜２上の導電材料５、バリ
アメタル及び第２絶縁膜３を除去して孔４の内部に第２絶縁膜３を介して導電材料５が埋
め込まれた導電性プラグ５ａを形成する。なお、ここまでの工程は通常のダマシンプロセ
スと同様であり、所定の深さの導電性プラグ５ａを形成することができる任意の方法を用
いることができ、例えば、Ｃｕに代えてＣＶＤ法やスパッタ法などを用いてタングステン
や金属シリサイドなどを形成してもよいし、ＣＭＰ法に代えてエッチバック法を用いて導
電材料５をエッチングしてもよい。また、半導体装置には導電性プラグ５ａのみを形成し
てもよいし、導電性プラグ５ａ形成後、基板の表面に図２に示すような金属配線、層間絶
縁膜、プラグなどからなる多層配線構造１３を形成してもよい。
【００３９】
　次に、ＣＭＰ法を用いてシリコン基板１の導電性プラグ５ａを形成した面と反対側の面
（裏面）の研削を行うが、その際、上述したようにこのままの状態でシリコン基板１を研
削すると、シリコン基板１が破損したり、内部に形成されている素子が動作不良を起こす
恐れがあり、また、取り扱い上も不便であるため、シリコン基板１を補強するための支持
体８をシリコン基板１の表面側に固定する。具体的には、図５（ｂ）に示すように、シリ
コン基板１の導電性プラグ５ａを形成した面（表面）上に樹脂からなるコーティング膜６
と紫外線で硬化する紫外線硬化樹脂７などの接着剤とを形成し、その上にガラス基板やパ
イレックス（Ｒ）などからなる厚さ７００μｍ程度の支持体８を配置し、紫外線硬化樹脂
７を硬化させてシリコン基板１に支持体８を接着、固定する。
【００４０】
　なお、シリコンスペーサを製作する場合は、シリコン基板１の裏面の研削、裏面側絶縁
膜の形成、裏面側絶縁膜の研削が終了した後、支持体８をシリコン基板１から取り外す必
要があるため、シリコン基板１と支持体８とは後で取り外しができるような構造にする必
要がある。そこで、本実施例では、発泡性を有するコーティング膜６をシリコン基板１に
形成した後、コーティング膜６と支持体８とを接着するための紫外線硬化樹脂７を塗布す
る構成としているが、支持体８の固定方法は上記方法に限定されず、支持体８を確実に固
定し、かつ、後工程で簡単に取り外すことができる方法であればよい。
【００４１】
　次に、図５（ｃ）に示すように、支持体８で補強されたシリコン基板１を装置に取り付
け、シリコン基板１の裏面から導電性プラグ５ａが５００ｎｍ程度突出するまで、ＣＭＰ
法を用いてシリコン基板１の裏面の研削を行う。
【００４２】
　次に、図６（ａ）に示すように、シリコン基板１裏面のシリコンが露出した部分を保護
、絶縁するために絶縁膜を形成する。その際、一般に絶縁膜は高温で成膜した方が密着性
に優れ、また、リークの少ない良質な膜を形成することができるが、シリコンスペーサで
は該絶縁膜を形成した後、更に導電性プラグ５ａを露出させるための研削を行わなければ
ならないために、絶縁膜形成時に支持体８を分離することはできず、そのため、絶縁膜の
形成も紫外線硬化樹脂７が分解したり軟化しない温度（本明細書では、支持体８を固定可
能な接着剤の温度を耐熱温度と呼ぶ。現在市販されている接着剤では１００℃程度）以下
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の低温で行う必要がある。
【００４３】
　ここで、シリコン基板１裏面に形成する絶縁膜としては機械的強度に優れたシリコン窒
化膜が好ましいが、成膜温度を１００℃程度以下の低温とするためにはバイアスを印加す
ることができず、その結果、シリコン基板１との密着性が悪く、その後のＣＭＰ工程で剥
離しやすい膜になってしまうという問題が生じる。また、シリコン窒化膜を成膜する際の
反応ガスとして、通常、ＳｉＨ４とＮＨ３とが用いられるが、ＮＨ３を用いると膜中に水
素原子が残りやすく、特に成膜温度を下げると機械的強度の弱い粗な膜が形成され、ＣＭ
Ｐ工程で剥離しやすくなってしまう。また、反応ガスとしてＳｉＨ４とＮ２を用いる場合
はプラズマを発生させやすくするために２周波（例えば、１３．５６ＭＨｚと３００ＫＨ
ｚ～５００ＫＨｚ）のプラズマＣＶＤ法が用いられるが、２周波プラズマＣＶＤ法では特
に１ＭＨｚ以下の低周波においてイオンが追従することによるイオンボンバードメントで
成膜温度が１００℃以上に上昇してしまい、紫外線硬化樹脂７が分解、軟化して支持体８
が外れてしまったり、また、高密度プラズマでは反応がより活性になることによりＳｉ－
Ｓｉ結合が生じやすくなり、Ｓｉ－Ｓｉ結合が形成されるとシリコン窒化膜の絶縁性が劣
化してリークしやすい膜になってしまう。
【００４４】
　このように、シリコン窒化膜を低温で形成するのは難しく、そのため、従来はシリコン
酸化膜やＳＯＧ、ポリイミド膜などが用いられていたが、本願発明者は様々な条件でシリ
コン窒化膜を成膜したところ、反応ガスとしてＳｉＨ４とＮＨ３とＮ２の３種の混合ガス
を用い、１周波（１３．５６ＭＨｚ）の平行平板型プラズマＣＶＤで成膜すれば、ＣＭＰ
工程での剥離がなく、かつ、リークの少ない良質なシリコン窒化膜が形成でき、かつ、成
膜温度を１００℃以下にすることができることを見出した。
【００４５】
　また、シリコン窒化膜の機械的強度やリークを定量的に評価するためには、引っ張り試
験や電気的な測定などの時間のかかる測定を行わなければならないが、本願発明者は機械
的強度やリークと屈折率との間に密接な相関があり、光学的手法で簡単に測定できる屈折
率からシリコン窒化膜の特性を評価できることを見出した。
【００４６】
　そこで、ＣＭＰ工程での剥離がなく、リークの少ないシリコン窒化膜を屈折率を用いて
規定するために、製造条件を変えて屈折率の異なる４種類のシリコン窒化膜を形成し、各
々のシリコン窒化膜について顕微鏡を用いてスクラッチなどの欠陥の有無を観察すると共
に、ＦＴＩＲ（fourier transform infrared spectroscopy）装置を用いてスペクトルを
測定しＳｉ－Ｓｉ結合の有無を判定した。その結果を表１に示す。
【００４７】
【表１】

【００４８】
　表１より、屈折率が１．７１（波長６３３ｎｍ）の膜では、図８に示すようなスクラッ
チ１８が生じており、屈折率が小さい膜では機械的強度が弱くＣＭＰ工程での剥がれを抑
制できないことが分かった。また、屈折率が１．９８（波長６３３ｎｍ）の膜では、スク
ラッチ１８は発生していないが、Ｓｉ－Ｓｉ結合が観測された。この膜のリーク電流を測
定したところ１ＭＶ／ｃｍで１Ａ／ｃｍ２レベルであり、屈折率が大きい膜ではリークが
抑制できないことが分かった。一方、屈折率が１．８１及び１．８３（波長６３３ｎｍ）
の膜では、スクラッチ１８は発生せず、また、Ｓｉ－Ｓｉ結合も観測されないことから、
機械的強度が強く、リークの少ない膜となることが分かった。このことから、シリコンス
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ペーサで使用可能なシリコン窒化膜を形成するためには、波長６３３ｎｍに対する屈折率
が１．７１より大きく、１．９８より小さい範囲、好ましくは略１．８乃至１．９の範囲
となるような条件で成膜すればよいことが明らかになった。
【００４９】
　そこで、本実施例では、このような屈折率が得られる製造条件（反応ガスの流量、真空
度、基板温度など）を用いて、図６（ｂ）に示すように導電性プラグ５ａを覆うようにシ
リコン窒化膜９を形成した。なお、本実施例ではＳｉＨ４とＮＨ３とＮ２の３種の混合ガ
スを用いているが、反応ガスとしては上記３種のガスが含まれていれば良く、更に他の種
類のガスが添加してもよい。
【００５０】
　次に、図６（ｂ）に示すように、シリコン窒化膜９を形成したシリコン基板１の裏面を
ＣＭＰ法などによって研削し、導電性プラグ５ａを露出させる。その際、従来の半導体装
置の製造方法では、機械的強度の弱いシリコン酸化膜やＳＯＧ膜を用いていたため、ＣＭ
Ｐ工程中に膜が剥離するという不具合が生じ、また、シリコン窒化膜を用いる場合も、成
膜温度が低いために膜が剥離したり、膜中にスクラッチ１８などの欠陥が生じていたが、
本発明では上記製造条件で良質なシリコン窒化膜が形成されるため、このような問題の発
生を回避することができる。
【００５１】
　次に、図６（ｃ）に示すように、支持体８の外側からレーザ光などを照射してコーティ
ング膜６を発砲させ、シリコン基板１と紫外線硬化樹脂７との間に隙間を形成して、支持
体８をシリコン基板１から分離する。そして、シリコン基板１に残留したコーティング膜
６や紫外線硬化樹脂７を除去して図７に示すような半導体装置（シリコンスペーサ）が完
成する。
【００５２】
　このように、基板を貫通する１以上の導電性プラグ５ａが形成されたシリコンスペーサ
の裏面に、反応ガスとしてＳｉＨ４とＮＨ３とＮ２を含む混合ガスを用い、単一周波数の
平行平板型プラズマＣＶＤ法でシリコン窒化膜を成膜することにより、成膜温度を接着剤
の耐熱温度である略１００℃以下にしても、機械的強度が強く、かつリークの少ない良質
な膜、すなわち、屈折率で規定すると波長６３３ｎｍに対する屈折率が略１．８乃至１．
９の膜を形成することができる。そして、このようなシリコン窒化膜が裏面に形成された
半導体チップを単独、又は積層することにより、接続信頼性の高い半導体装置を製造する
ことができる。
【００５３】
　なお、上記説明では、本発明のシリコン窒化膜の形成方法をシリコンスペーサに適用す
る場合について述べたが、本発明は上記実施例に限定されるものではなく、低温でシリコ
ン窒化膜を形成することが求められる任意の半導体装置及びその製造方法に対しても同様
に適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】本発明の一実施例に係る半導体装置の構造を模式的に示す断面図である。
【図２】本発明の一実施例に係る半導体装置の構造のバリエーションを示す断面図である
。
【図３】本発明の一実施例に係る半導体装置の構造のバリエーションを示す断面図である
。
【図４】本発明の一実施例に係る半導体装置の製造方法の一部を示す工程断面図である。
【図５】本発明の一実施例に係る半導体装置の製造方法の一部を示す工程断面図である。
【図６】本発明の一実施例に係る半導体装置の製造方法の一部を示す工程断面図である。
【図７】本発明の一実施例に係る半導体装置の製造方法の一部を示す工程断面図である。
【図８】従来方法の問題点を説明する図であり、スクラッチ不良が発生した膜の顕微鏡写
真である。
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【図９】従来の半導体装置の製造方法の一部を示す工程断面図である。
【図１０】従来の半導体装置の製造方法の一部を示す工程断面図である。
【符号の説明】
【００５５】
　１　シリコン基板
　２　第１絶縁膜
　３　第２絶縁膜
　４　孔
　５　導電材料
　５ａ　導電性プラグ
　６　コーティング膜
　７　紫外線硬化樹脂
　８　支持体
　９　シリコン窒化膜
　１０　第１の層間絶縁膜
　１１　マスクパターン
　１２　積層絶縁膜
　１３　多層配線構造
　１４　パッド
　１５　シリコン酸化膜
　１６　半田バンプ
　１７　他の半導体チップ
　１８　スクラッチ

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】

【図８】
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【図９】 【図１０】
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